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１．本市の公共施設等の課題 

（１）公共施設等の修繕・更新等への対応 

本市の公共施設等の全体的な老朽化の進行にあたり、特に改修・更新費用が短期的に集中する場

合は、単一年度に改修等が集中し財政負担に偏りが生じるおそれがあり、現在の総量を維持するの

は財政的に困難と考えられます。 

このような中、健全な財政運営を維持するためには、改修・更新・除却等にかかる費用を全体的

に抑制するとともに平準化させることが必要であり、今後は、中長期的な視点による計画的・戦略

的な公共施設等の整備更新、最適化の取り組みを行う必要があります。 

また、公共施設等の情報を一元管理し、より効率的な管理・運営を推進していくための組織体制

の構築が課題となります。 

 

（２）人口減少・少子高齢化社会への対応 

本市の将来人口は、2015 年（平成 27 年）時点の 34,995 人から、2040 年（令和 22 年）時点で

26,894 人、2060 年（令和 42 年）時点で 20,460 人を目標としていますが、減少傾向であることは

変わりありません。 

そのため、人口減少・少子高齢化に伴う市民のニーズの変化に対応した、適正な公共施設等の総

量規模や配置（統廃合、更新時のコンパクト化など）を検討していく必要があります。 

 

（３）逼迫する財政状況への対応 

今後、人口の減少に伴い市税収入や地方交付税など一般財源の減少が予想されることに加えて、

少子・高齢化に伴う扶助費が増加することから、投資的経費等の公共施設等の維持管理のための財

源確保が出来なくなることが見込まれます。 

こうした厳しい財政状況の中で、公共施設等の管理・運営にかかる費用を縮減し、なおかつ機能

の維持を図っていくことが大きな課題となります。 

また、多様化する市民ニーズに対応するため民間企業との連携や、市民との協働も視野に入れな

がら、事業の効率化、施設の統廃合や複合化の取り組み、維持管理費の削減など、全庁的な公共施

設マネジメントに取り組む必要があります。 

  

Ⅲ 本市施設更新の基本方針
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２．公共施設等の管理に関する基本的な考え方 

本市における公共施設等の現状や課題に対応し、将来の人口減少を見越した長期的な視点で、持

続可能な財政運営を図りながら公共施設等を管理していく必要があります。2018 年（平成 30 年）

の国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」による推計では、2040 年（令和 22

年）で本市の人口は 2015 年（平成 27 年）年対比でおよそ 26.0％減少すると推計されています。

この減少率を考慮すれば、市民一人当たりの負担を増加させないためには、公共施設等についても

同様に 2040 年（令和 22 年）までに 26.0％削減することで釣り合いが取れることとなります。し

かしながら、公共施設等については各地区に設置している集会施設等のように、単純に削減するこ

とが難しい施設も多くあるため、今後の全体的なまちづくりの中で、利活用の状況や老朽化の状況

を考慮しながら検討しなければなりません。 

また、公共施設等には道路や橋りょう、上下水道等のインフラ系施設も含まれており、整理を行

うのが困難なものも多く含まれています。 

公共施設等総合管理計画は、単に公共施設等を削減するために投資を抑制するものではなく、厳

しい財政状況の中であっても長期的な視点を持って公共施設等の老朽化対策を進めるために、今後

の更新・統廃合・長寿命化などを計画的に行い、財政負担を軽減・平準化することを目的となりま

す。 

新たな施設整備や更新については必要最低限行うこととし、その際は、施設の複合化、集約化、

民間活力の活用等、効果的・効率的な方法を検討し、あわせて、ユニバーサルデザイン※２化、脱炭

素化をはじめとした環境への配慮等、時代の要求に対応した取り組みを推進していきます。 

また、ファシリティマネジメント※３の考え方に基づいて、市が所有する全ての財産を経営資源と

捉え、計画的な予防保全による長寿命化、既存施設や土地等の効率的な活用による維持管理経費の

縮減、未利用財産の売却処分等による歳入確保等、公共施設等の総合的な利活用を推進し、財政負

担の軽減を図りながら市民が必要とする行政サービスの維持向上を目指します。 

 

（１）個別施設計画との連動 

建築物系施設については、財政負担を軽減・平準化するとともに、公共施設等の最適な配置を目

的に、個別施設計画に具体的な計画を策定しています。 

また、インフラ系施設についてもそれぞれの個別施設計画に基づくものとします。 

個別施設計画では、地域及び利用者との意見交換等により、「方向性・対策」に変更が生じた場合

は、計画見直し時に変更することとします。 

また、対策時期については、現時点で想定される時期としていますが、財政状況をはじめとする

その時々の社会情勢等によって変更となる場合があります。 
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（２）点検・診断等の実施方針 

公共施設等は利用状況や経年劣化から生じる汚損、老朽化の進行に伴い本来の機能が低下してい

きます。公共施設等の安全性や快適性を確保しつつ、効果的な維持管理や更新を実施していくため

には、不具合が発生した都度修繕を行う「事後保全」から、施設の劣化や損傷の進行を未然に防止

し、長寿命化を目的に計画的な補修を実施する「予防保全」への転換を目指すことで既存公共施設

を良好な状態に保ちます。 

また、定期的に点検、診断を行い、その結果を蓄積することで劣化や損傷状況を適切に把握し、

今後の改修等の判断材料としていきます。 

 

（３）維持管理・修繕・更新等の実施方針 

公共施設等の維持管理・修繕・更新等に関しては、対応時期が重複することで、年度ごとに係

る予算も積み上がることから、点検・診断等を踏まえた優先順位を検討し、事業の前倒しや先送

りにより、年度ごとの予算を平準化します。 

なお、実施にあたっては、既存施設との集約化や小規模化及び設備等の省エネ化等を十分検討

し、イニシャルコストやランニングコストを総合的に検証したうえで進めることとします。 

また、施設の総量の削減、安全・安心の観点からも廃止や修繕不可能な施設については、取り

壊しを検討します。施設の取り壊しについても、優先順位を付けて順次事業を実施し、事業費等

の平準化を図ることとします。 

 

（４）安全確保の実施方針 

公共施設等の日常点検、定期点検・診断等を通じて劣化状況を把握するとともに、災害発生時の

機能保持のため、安全性の確保に努めます。劣化等による事故の危険性が高い箇所については、速

やかに対処することとします。施設の安全性の確保に加え、利用者の安全性の確保・利便性の向上

のため、ユニバーサルデザイン化を推進していきます。 

 

（５）耐震化の実施方針 

本市における公共建築物の多くは、災害が発生した際に地域住民の避難場所として活用され、情

報収集や災害対策を行う拠点ともなることから、日常の安全性の確保に加え、災害時においても十

分に施設の機能を発揮できるよう、耐震化を推進していきます。 

今後は耐震化が必要となる公共施設だけでなく、道路、橋りょう、上下水道等のインフラ系施設

についても検討を進め、必要な整備と適正な管理に努めていきます。 
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０年 ８０年６０年２０年 ４０年

経年劣化による機能・性能の劣化

大規模改修 大規模改修長寿命化改修 建替え

機能性能

レベル

向上

劣化

【長寿命化（予防保全）の考え方】

（６）長寿命化の実施方針 

今後も継続的な運用（利用）を実施する必要がある施設については、定期点検や修繕による予

防保全型の維持管理を実施するとともに、計画的な機能改善により施設の長寿命化を図り、その

安全性や機能性を確保するとともに、ライフサイクルコストの縮減に取り組みます。 

また、すでに長寿命化計画を策定している個別の施設等については、本計画を基本として継続

的に見直しを行い、それぞれの長寿命化計画に基づく維持管理等を実施することとします。 

さらに、それ以外の施設等については、必要に応じて本計画を基本とした長寿命化計画などの

策定を図っていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（７）効率的な施設運営 

施設運営の見直しにあたっては、周辺自治体との事業連携や業務委託、指定管理制度、ＰＰＰ※５

やＰＦＩ※６等の活用など効率的な管理運営の手法を検討します。 

食育センターでは、従来のように本市が直接整備するのではなく民間事業者が施設の建設や維持

管理、運営を行い民間ならではの取り組みを生かすことのできるＰＦＩ方式を採用しています。 
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（８）ユニバーサルデザイン化の推進方針 

公共施設等の改修や更新等を行う際には、施設の機能や目的、利用状況などを考慮しながら、

市民のニーズや関係法令等におけるユニバーサルデザインのまちづくりの考え方を踏まえ、障が

いの有無、年齢、性別、人種等に関わらず、誰もが安全・安心で快適に利用できる環境を整えて

いきます。 

 

■市民活動センター    ■伊達市役所庁舎 駐車場 

「身障者用駐車スペースの確保」   「身障者用駐車スペースの確保」 

 

 

■北黄金貝塚情報センター「スロープ」  ■伊達小学校 多目的ホール「スロープ」 

 

 

■だて歴史の杜カルチャーセンター  ■観光物産館「多目的トイレ」 

「キッズスペース」 
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（９）脱炭素化の推進方針 

公共施設等の長寿命化や、更新、改修の際は、省エネ・再エネ設備の導入促進など脱炭素化に

向けた取り組みを推進していきます。 

 

（10）統合や廃止の推進方針 

公共施設等については、必要なサービスの水準を維持しながら、その総量が本市の規模に見合

うものとなるよう適正化を図っていく必要があります。 

今後、新たに施設整備や更新を行う際は、必要な公共施設等に限り行うこととし、施設の複合

化、集約化等、効果的・効率的な方法を検討していきます。 

なお、合併に伴う重複施設や廃止施設で転用や利活用の見込めないものについては、施設を解

体してその後の経費削減を図ります。 

また、施設の廃止や複合化等により空いた土地は活用・処分を進めていきます。 

 

（11）数値目標の設定 

「伊達市公共施設等総合管理計画 個別施設計画」において、建築物系施設全体の延床面積の目

標値を定めており、本計画においても同様の目標値とします。 

伊達市公共施設等総合管理計画 個別施設計画の「方向性・対策」を実施したことを前提に機械

的に計算した場合の建物の延床面積は、全体で 32.63％の減となります。 

 

■長寿命化などの対策を行った場合の延床面積 

№ 分類 

延床面積（㎡） 

2019年 
（現在） 

2068年 
（50年後） 

差 

1 庁舎等 13,512 13,512 0（0％） 

2 子育て・福祉関連施設 8,847 8,542 305（△3.45%） 

3 地域会館関連施設 10,092 7,975 2,116（△20.97%） 

4 産業振興関連施設 12,934 12,617 317（△2.45%） 

5 住 宅 68,688 34,486 34,202（△49.79%） 

6 社会教育施設 15,811 12,607 3,204（△20.27%） 

7 
スポーツ施設 

（旧名：体育施設） 
15,183 13,881 1,302（△ 8.58%） 

8 学 校 51,998 34,201 17,797（△34.23%） 

9 給食センター 3,799 3,301 497（△13.09%） 

10 その他 18,162 6,443 11,719（△64.53%） 

総計 219,026 147,566 71,460（△32.63%） 

※数値は、四捨五入しているため、合計値が一致しない場合があります。 

〔単位：㎡〕 
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本市では、将来的に人口減少が想定されることから、公共施設等の利用者は減少していくもの

と考えられますが、地域毎に必要な施設もありますので、延床面積の削減にあたっては全市的な

バランスを考慮し、各地域に配慮した対応が必要となります。しかし、安定的な財政運営を行う

ために、「集中と選択」が必要であることから、これらのことを勘案して得られた値の約 50％を

目標値とし、次のとおり設定します。 

 

目標値 

５０年間で、建築物系施設全体の延床面積を１５％減とする。 

（2018年12月末対比） 

 

（12）地方公会計（固定資産台帳等）の活用 

2015 年（平成 27 年）１月 23 日付総務大臣通知により、統一的な基準による財務書類等を作成

することが要請されています。統一的な基準による財務書類等の作成にあたっては、固定資産台

帳を整備・更新し補助簿として活用することが求められているため、固定資産台帳の整備・更新

に際して得た固定資産に関する様々な情報を公共施設等の管理運営に役立て、公共施設等の更新

や維持管理等と地方公会計制度を一体で推進していきます。 

 

（13）保有する財産（未利用資産等）の活用や処分に関する基本方針 

本計画に基づき廃止や統廃合が進めば、その後の利活用がされない土地・建物が増加すること

が想定されます。このため、未利用地については売却処分や貸付等を積極的に進めるとともに、

廃止施設については、廃止後の利活用について、廃止を決定する前から検討し、廃止後は速やか

に処分できるよう進める必要があります。未利用となっている財産及び今後、用途廃止が予定さ

れている財産については、庁内照会を行い他の行政目的での利用を優先して検討するとともに、

他の行政目的での利用がない場合は、民間への売却や貸付等の利活用を進めていきます。 

民間への売却や貸付等を進めるに当たっては、売却を優先して検討していきます。その上で、

売却が困難な財産や、将来的な利用計画がある場合であっても当分の間、供用予定の無い財産に

ついては、貸付けによる利活用を図ります。 

 

（14）広域連携 

市民が求めるサービスを享受することができるのであれば、その提供主体は本市や近隣自治体

でもよい場合があります。現在、多くの公共施設は利用者を市民に限定していないほか、「学校給

食（食育センター）」については壮瞥町分も本市が担っています。 

また、「火葬場」「消防」については「西胆振行政事務組合」が、「ごみ処理・電算（メルトタワ

ー等）」については『西いぶり広域連合』が広域的に行っています。 

上下水道施設については、近隣自治体との連携により施設利用の広域化・共同化等を検討して

いきます。  
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（15）各種計画及び国管理施設との連携 

伊達市総合計画をはじめとした関連計画（伊達市過疎地域持続的発展計画など）及び公営企業

における経営戦略等の各種計画との整合性を図りながら連携を推進していきます。また、国が管

理するインフラ系施設の状況も踏まえ、連携して計画の遂行を推進していきます。 

 

（16）総合的かつ計画的な管理を実現するための体制の構築方針 

施設マネジメントを進めていくうえでは、将来にわたる財源の推移や施設全体の状況から総合

的に判断したうえで優先順位を付し、長期的な視点で計画的に整備、修繕等を実施していく必要

があります。 

現在は各施設等を所管する課が優先度を考慮したうえで修繕等の維持管理を行っていますが、

本計画の実施にあたっては、各施設等の所管課をはじめ建設部や企画財政部との連携や情報の共

有をし、財政計画や公共施設等の状況等を総合的に判断して、計画的に公共施設等の管理を取り

組んでいくものとします。 

本計画の推進を全庁的な取り組みとしていくためには、職員一人ひとりが施設をマネジメント

するという意識を持って取り組んでいく必要があるため、計画の趣旨を十分に理解し、ファシリ

ティマネジメントの視点に立った施設管理となるよう研修等を通じて職員の啓発に努め、コスト

意識の向上に努めていくものとします。 
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（17）実施した対策の実績 

2016 年度（平成 28 年度）の計画策定から 2022 年度（令和４年度）までに行った公共建築物の

改修・更新の主な取り組みは下記のとおりです。小規模修繕や設備修繕は除き、大規模工事のみ

記載しています（建築物系施設のみ記載）。 

 

年度 施設名 対策内容 

2016 

（H28） 

旭町改良住宅 外壁、屋根、内部の改修 

カルチャーセンター トイレの改修、大ホール音響設備の更新 

ひまわり保育所 保育所の建替え 

2017 

（H29） 

舟岡改良住宅 外壁、屋根の改修 

市内小・中学校 アスベスト対策に係る改修 

伊達小学校 暖房設備の改修 

2018 

（H30） 

舟岡団地 外壁、屋根の改修 

東小学校 暖房設備の改修 

伊達小学校 体育館の改築工事 

2019 

（R1） 

長和団地 外壁、屋根の改修 

ほのぼの団地 屋上の防水、雁木の塗装工事 

東小学校 校舎の長寿命化 

防災センター 空調設備更新、発電機設置、暖房用電源配線整備 

2020 

（R2） 

本庁舎、消防・防災センター 一部の照明器具の LED 化 

B&G 海洋センター 建物の解体 

光陵中学校 照明設備・トイレ・暖房設備の改修工事 

伊達小学校 校舎の建替え 

東小学校 校舎の長寿命化 

大滝総合支所 外壁、屋根、内部、照明、トイレ、暖房設備等の

改修 

2021 

（R3） 

長和団地 外壁、屋根の改修 

伊達小学校 校舎の建替え 

東小学校 校舎の長寿命化 

2022 

（R4） 

有珠生活館 有珠生活館の建替え 

カルチャーセンター 北側のバルコニーの改修 

まなびの里サッカー場屋内運動場 陸屋根、外壁の改修 

伊達小学校 校舎の建替え 

優徳農村公園コミュニティ施設 外壁、屋根、内部の改修 

旧大滝中学校 外壁、屋根、内部の改修 

 

  


